
掲示番号　関東・甲信越7

見積書提出留意事項（総価）

　見積書を提出する際には、下記の項目について遵守して頂きますようお願いいたします。

○見積書の様式
　日本年金機構ホームページに掲載される見積書の様式を使用してください。
　※掲載場所：日本年金機構ホームページ＞日本年金機構について＞調達情報＞全国の調達情報＞見積
　依頼のお知らせ＞「見積書提出方法の変更について」
　記入欄は全て記入し、記入漏れがないようにしてください。
　自社の様式を使用した場合は有効な見積書となりませんのでご注意ください。
　（こちらから再提出依頼の連絡をおこないます。）

○見積額
　計算した結果、１円未満の端数は切り捨ててください。（消費税額も含む。）
　見積額は消費税込(税率10%)の金額をご記入ください。（うち消費税の金額は必ず明記してください。）

○見積書の宛先

　「日本年金機構　理事長代理人 事業推進統括部長」宛にしてください。(見積公告別紙宛先参照)

○見積書の提出方法
　ファクシミリによる提出とします。
　なお、郵送、信書便、電報、電話その他による提出は認めません。
　・見積書をご提出いただく際に、見積書等に必要記入事項が記入されていることを
　　確認の上、ファクシミリ番号０３－６８９２－０７７１あてに、送信願います。
　※番号誤りが多くなっております。「０（ゼロ）」発信のファクシミリ機でお送りいただく場合は、
　　０（ゼロ）を押してからファクシミリ番号を押していただくようお願いします。
　　（「０（ゼロ）」を押し忘れますと、別の番号に送信される恐れがあります。）

○注意事項
　・天災地変等やむをえない理由による場合を除き、決定後の辞退は認められません。
　　決定後に辞退した場合、同じ決定日の調達案件について、すべて辞退申出したこととみなします。
　　また、原則として後日、当機構から競争参加資格停止等の処分が行われます。
　・辞退が原因で当機構に損害が発生した場合は、損害賠償を請求することがあります。

○見積書提出期限　令和８年９月８日（火）午前１１時まで（必着）

　見積書の提出期限時点で未着の場合、その責任は見積者に属するものとし、期限内の提出がなかった
　ものとみなします。

○決定日　　令和８年９月１０日（木）午後

　結果は、選定した事業者に対してのみ、原則ファクシミリにて連絡します。
　また、日本年金機構ホームページ及び本部掲示板にて結果を掲示しますのでご確認ください。

○見積書及び積算内訳書の郵送（契約事業者のみ）
　契約事業者は、契約締結から1週間以内に見積書と積算内訳書の原本を調達管理部契約グループに郵送
　してください。
　積算内訳書は、任意の様式により見積金額の内訳が分かるものとしてください。
　（納品物ごとの金額や諸経費の金額等がわかるもの）

○照会先
　見積書提出に関すること　：調達管理部契約グループ　榎本・田村（TEL：03-6892-0722）
　仕様書の内容に関すること：仕様書に記載の所管部署



1 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

「外国人にかかる年金制度」の動画作成業務 

仕様書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本年金機構本部  

事業推進統括部 
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１ 目的 

外国人を雇用する事業所の従業員に対し、外国人に係る年金制度の正しい知識や手続

きを理解していただくことを目的に動画を作成するものである。なお、作成した動画は厚

生労働省 YouTubeへのアップロード及び日本年金機構（以下「機構」という。）が全国各

地で実施している年金制度説明会で使用する予定。 

 

２ 業務概要 

（１）動画の作成 

（２）作成した動画をMP4形式で DVD－R（３枚）に格納し、機構へ納品 

 

３ スケジュール 

  契約締結～履行期限まで 

  令和８年９月１０日（木）  契約締結 

令和８年９月１５日（火）  データ（資料）の提供 

令和８年１０月２３日（金） 機構へ納品（履行期限） 

 

４ 履行場所 

  受託事業者が用意する場所（日本国内に限る。） 

 

５ 納品先 

  〒168-8505  

  東京都杉並区高井戸西 3-5-24  

  電話：03-5344-1100（内線 2648） 

FAX：03-6892-8093 

日本年金機構 事業推進統括部 地域年金事業グループ 

担当：石内   

 

６ 作業手順 

別添１「作業実施要領」を参照すること。 

 

７ 第三者への再委託 

（１）再委託先の監督等 
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① 受託事業者は、当該業務の全部又は主体的部分を第三者に再委託（以下、「再委

託」という。）しないこと。本業務における主体的部分とは、制作に関する企画、

立案、編集作業（仕様書に基づき、情報の整理、構成を行い、本動画をまとめあげ

る作業）、機構との調整・打合せ、進行スケジュールの管理及び作業品質の確保及

び進行管理を円滑に進めるための実施体制の確保（至急の場合や機構の必要に応

じた実施体制の確保を含む）とする。 

② 受託事業者は、本業務の一部を再委託しようとするとき、事前に機構の承認を得

なければならない。 

③ 機構は、受託事業者が再委託先の監督を適正に行っているか監督する。再委託先

の監督は受託事業者が行うこと。 

④ 再委託先が受託事業者との契約書及び仕様書に違反した場合については、再委

託の承認を取り消すものとする。 

（２）遵守事項 

① 受託事業者は、再委託先に対する仕様書について、本仕様書に定める条件を必ず

規定すること。 

② 再委託先との契約には以下の事項を盛り込むこと。 

      ア 受託事業者の再委託先に対する監督、監査及び報告聴取に関する権限 

     イ 機構の再委託先に対する監督、監査及び報告聴取に関する権限 

     ウ 再委託先における盗用・改ざん及び目的外利用等の禁止 

     エ 再々委託の禁止 

     オ 盗用等が発生した場合の受託事業者の責任体制 

 

８ 再委託に関する手続き 

再委託に関する申請については、任意様式により再委託開始予定日の５営業日前まで

に機構へ提出し、事前に機構の承認を得ること。 

 

９ その他 

（１）受託事業者は、納品スケジュールを厳守するとともに、機構の要求に応じて作業

の進捗状況を報告すること。 

（２）作成した動画の著作権については、機構に帰属することとする。受託事業者は納

品時に別添６「著作権譲渡証明書」を機構へ提出すること。また、受託事業者は、

機構の許可なく当該動画を使用しないこと。 
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（３）本調達に係る一切の費用については、受託事業者の負担とする。 

（４）納品は、平日の 10:00～17:00の間に行うこと。 

（５）納品された物品に重大な欠陥が発見された場合、受託事業者の責任において速や

かに交換すること。 

（６）受託事業者は、作業完了後速やかに成果物を納品し、検査を受けること。なお、

納品検査に合格しなかった場合は、受託事業者の責任において作業をやり直し、再

度、成果物を納品し検査を受けること。 

（７）本仕様書についての疑義が生じた場合、令和 8年９月 2日までに FAXで提出す

ること。また、疑義に対する回答は令和 8年９月 4日までに行う。 

 



                【別添１】 
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作業実施要領 

 
１ 動画作成 

（１）動画作成スケジュールの提出 

受託事業者は、契約締結後5営業日以内に本業務にかかる作成スケジュールを提出すること。

また、業務が円滑に実施できるよう業務全体の進捗管理、日本年金機構（以下「機構」という。）

との連絡調整を行うこと。なお、進捗管理及び連絡調整等を行う際に、統括管理責任者を設置

すること。統括管理責任者は受託事業者が直接雇用している者に限ることとし、後述の監督、

ナレーターへ指示ができる立場の者でなければならない。 

 

（２）データの提供 

契約締結後、機構から資料データ（以下「データ」という。）を電子媒体（USB）で引渡

す。なお、引渡すデータの形式について、動画編集用資料は PowerPoint（または PDF）、ナレ

ーション原稿は Word 形式とする。 

[留意事項] 

・データは、受託事業者の責任において厳重に管理すること。また、本契約の履行完了後、

受託事業者の責任においてデータを消去すること。 

・データ消去完了後、廃棄証明書を機構へ提出すること（様式については任意とする。） 

 

２ 作成の概要 

受託事業者は、別添２のスライドを使用して動画を作成すること。なお、動画のナレーショ

ン原稿は別添３を使用すること。 

動画については静止画のスライドにナレーションを吹き込むだけではなく、重要なポイント

を拡大する、説明している部分を赤枠で囲う等、視聴者の気を引くような編集をすること。な

お、動画の編集レベルは以下の動画を想定しており、最低でもこのレベルの編集を厳守するこ

と。 

動画名称：知っておきたい年金のはなし 

リンク先：https://www.youtube.com/watch?v=mlDDH5qNBcY 

 

３ 注意事項 

  受託事業者は、以下の注意事項に基づいて制作すること。 

（１）動画 

① 動画は別添２を基とした紙芝居形式とし、文言及び表（図）の変更（加工）はしないこ

と。ただし、動画化時に見えづらくなる等不具合が生じる場合は、機構へ報告の上、判断

を仰ぐこと。 

② 機構が提供する台本（別添３）を基にナレーション及び字幕テロップを挿入すること。

原則、ナレーションと字幕テロップは同内容とする。 

 

（２）編集 
① 編集にあたっては、機構と適宜協議の上実施するものとし、動画編集の中間及び最終段

階において、機構の確認・検証を最低各 1回ずつ行う。なお、確認・検証の結果、修正が

あった場合、受託事業者は機構の指示に基づき、修正を行い、再度機構の確認・検証を受

けることとする。 

② モーショングラフィックやアニメーション等を駆使して、視聴者が最後まで視聴したく

なるような創意工夫を講じること。 

③ 視覚、聴覚障害者の方にも内容が伝わるよう、編集を工夫すること。 

④ 編集全般（映像・音楽・音声（ナレーション含む。）・テロップ入力等）を行うこと。 

⑤ カラー映像・デジタル録音・デジタル編集とすること。 

⑥ 動画構成上、SE、音楽を挿入する際は、著作権フリーのものを使用すること。 

https://www.youtube.com/watch?v=mlDDH5qNBcY


                【別添１】 
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⑦ 画面アスペクト比は１６：９とし、画質はハイビジョン対応の規格とすること。 

⑧ 作成した動画は、機構ホームページ及び厚生労働省 YouTube チャンネルに掲載する。映

像制作ではその点を考慮した上で演出上の工夫を凝らすこと。（厚生労働省 YouTube チャン

ネルへの掲載期間については無期限とする。）。 

⑨ スマートフォン画面で視聴する者に配慮し、見やすい画面構成・内容とすること。 

⑩ 動画に実在する人物、民間企業、商品を登場させてはならない。 

 

（３）監督・ナレーター 

① 監督は、過去に同様（類似）の作品（テレビ・映画・官公庁・公法人の広報関係等）を制

作した経験を有する者とすること。 

② ナレーターは、事前に複数の候補者を機構へ提示すること。その際は、候補者ごとの経歴

及び音声データを併せて機構へ提出すること（直接面談可）。なお、機構において、受託事業

者から提示された候補者に適正な者がいないと判断した場合、受託事業者は、再度、他の複

数の候補者を速やかに機構へ提示すること。 

③ ナレーターは女性とし、３年以上のナレーター経験を有し、過去に同様（類似）の作品

（テレビ・映画・官公庁・公法人の広報関係等）にナレーターとして出演した経験を有し

ており、そのイメージと本動画の作成内容が乖離していない者であること。なお、AI は使

用しないこと。 

④ ナレーターについて、国民年金保険料の未納がないこと。なお、ナレーターは、正式決

定後に別添４「申立書」を提出すること。 

 

（４）その他 

① 統括管理責任者は、動画作成・編集作業前に機構を含めた打合せの場を速やかに設ける

こと。 

② 動画作成・ナレーション録音を行う場所については作業開始前に、事前に機構の承認を受

けること。 

③ ナレーション録音時には、機構が立ち会うものとし、修正があった場合は、その場で修正

を行うこととする。なお、録音場所がナレーターの自宅等、立ち合いが困難な場合は、録音

したデータを機構にて確認し、確認の結果、修正があった場合は修正対応ができるような体

制を構築すること。 

④ 動画作成に必要な機材等は、全て必要に応じ受託事業者が選定し、準備・確保すること。 

⑤ 受託事業者は、従事者が業務に従事する前までに、守秘義務に関する別添５「誓約書」を

従事者から徴取のうえ、提出すること。 

⑥ 納品の際、映像データは MP4 形式で DVD－R（３枚）に格納すること。なお、DVD－Rには

タイトル、収録時間を明記し、ラベル印刷したうえで機構へ納品すること。 

⑦ ⑥で作成した DVD－R（３枚）は、ハードケースに入れ、破損防止対策を講じたうえで納

品すること。 
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外国人にかかる年金制度

【別添２】
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目 次

１. 年金制度への加入

２. 厚生年金保険の適用

３. 国民年金制度への加入

４. 社会保障協定

５. 日本を出国することとなった際の手続き

６． 日本年金機構が提供するサービスなど

７． 参考

【別添２】



１. 年金制度への加入
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【別添２】
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日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の方で、厚生年金

保険に加入していない方は、すべて国民年金の第1号被保険者ま

たは第3号被保険者となります。

国民年金

「国内に住所を有する」という要件なので・・・

※日本国籍を有しない方で在留資格が、「医療滞在」、「観光等を目的とするロングステイ」といった

「特定活動」により滞在する方は、国民年金第１号及び第３号被保険者から適用除外となります。

日本国内に住所を有する外国人の方も第１号被保険者となります。

【別添２】
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「国籍や性別、年金の受給の有無にかかわらず」という要件なので・・・

外国人の方も厚生年金保険の被保険者となります。

厚生年金保険

・厚生年金保険の適用事業所となるのは、株式会社などの法人の

事業所です。また、従業員が常時5人以上いる個人の事業所につ

いても厚生年金保険の適用事業所となります。

・厚生年金保険に加入している会社などの適用事業所に常時使用

される人
（※）

は、国籍や性別、年金の受給の有無にかかわらず、厚

生年金保険の被保険者となります。

※「常時使用される人」とは、雇用契約書の有無等とは関係なく、適用事業所で働き、労務の対価として給

料や賃金を受けるという使用関係が常用的であることをいいます。

【別添２】



２. 厚生年金保険の適用

6

【別添２】
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健康保険・厚生年金保険に加入している会社、工場等の適用事業所に常時使用される

方は、国籍や性別、賃金の額等に関係なく、被保険者となります。

外国人従業員の方々へ社会保険制度をご案内する際は、以下の制度説明の各パンフ

レットをご利用ください。

手続き

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、インドネシア語、

タガログ語、タイ語、ベトナム語、ミャンマー語、カンボジア語、

ロシア語、ネパール語、モンゴル語

【資料掲載先】

日本年金機構ホームページトップページ＞年金の制度・手続き＞パンフレット＞外国語版パン

フレットEmployees' Pension Insurance and Employees' Health Insurance

（厚生年金保険・健康保険制度のご案内）

14か国語

【別添２】
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健康保険・厚生年金保険に加入している会社、工場等の適用事業所に雇用され、健康保険・厚生年

金保険に加入するときは、事業主が「被保険者資格取得届」を日本年金機構へ提出する必要があり

ます。被保険者資格取得届を提出する際は、「資格取得時の本人確認」を行っていただき、手続きを

お願いします。

また、マイナンバーを有していない短期在留外国人、海外居住者で、過去に本人確認を行っていな

い方については、以下の書類により本人確認を行いますので、書類の写しの送付をお願いします。

●短期在留している外国人の本人確認

・旅券の身分事項のページの写し

・（ア）～（ウ）いずれかの写し

（ア）旅券の資格外活動許可証印のページ

（イ）資格外活動許可書

（ウ）就労資格証明書

●日本国外に居住している方の本人確認

日本国内に居住している方に準じて、運転免許証、旅券（有効期限内のパスポート）、現地における

公的機関の発行した資格証明書（写真付き）等の写しにより行います。

なお、初めて公的年金制度（共済組合等を除く）に加入した場合は、基礎年金番号通知書が交付さ

れます。

（1）外国人従業員を採用したときの手続き

【別添２】
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健康保険の被保険者となった方に被扶養者がいる場合や被扶養者の追加があった場合、事業主を

経由して「被扶養者（異動）届」を日本年金機構へ提出します。

被扶養者に該当する条件は、日本国内に住所（住民票）を有しており、被保険者により主として生計

を維持されていること等があります。

また、日本国内に住所を有する場合であっても、日本国籍を有しておらず、「特定活動（医療目的）」

「特定活動（長期観光）」で滞在する方は、被扶養者には該当しません。

（２）外国人従業員が家族を被扶養者にするときの手続き

（３）外国人従業員が退職したときの手続き

健康保険・厚生年金保険に加入している外国人従業員が退職または契約変更等により、健康保険・

厚生年金保険の資格基準を満たさなくなったときは、事業主が「被保険者資格喪失届」を日本年金

機構へ提出する必要があります。

また、短期在留の外国人従業員が退職して自国へ帰国する場合、脱退一時金の制度があります。

⇒脱退一時金については、「５．帰国することとなった際の手続き」を参照してください。

【別添２】



３. 国民年金制度への加入

10

【別添２】
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日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の方で、厚生年金保険に加入していない

方は、すべて国民年金の第1号被保険者または第3号被保険者となります。

手続き

【別添２】
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対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、ロシア語、インドネシア語、

タガログ語、ベトナム語、タイ語、ミャンマー語、ネパール語、カンボジア語、モンゴル語

14か国語

資料掲載場所：https://www.nenkin.go.jp/service/pamphlet/kaigai/kankeitodoke.html

【別添２】
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手続きをしていないと「国民年金加入のご案内」が送付されます。

手続き

【別添２】
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手続きをしても保険料を納めていないと未納のお知らせが届きます。

手続き

【別添２】
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手続きもれ、保険料の納め忘れが発生しやすいケースとして、以下の事例があります。

よくあるケース

入国 入社 退社 入社

国民年金への加入
が必要な期間

国民年金保険料の納付または免除申請が必要です

失業特例免除制度を利用できる
場合があります。

厚生年金保険等の期間
国民年金への加入

が必要な期間
厚生年金保険等の期間

保険料の未納期間があると在留資格の更新等に影響が出る可能性があります。

注意

【別添２】
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 従業員の方（協会等に加入している方）に、日本年金機構から各種お知らせが届い

ていないか確認してください。

 届いている場合は年金事務所に相談するようお知らせください。

お願い

⇒ ねんきんネットを利用して未納期間が無いか確認することができます。

【別添２】
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ねんきんネットを利用して未納期間が無いか確認することができることをご案内ください。

ねんきんネット

【別添２】
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ねんきんネット

「かんたん試算」

現在の加入条件が60

歳まで継続すると仮定

して年金見込額を自動

的に試算します。

「詳細な条件で試算」

今後の職業に加え、

老齢年金の受給開始

年齢を変更した場合、

未納となっている国

民年金保険料を納付

した場合など、詳細に

試算条件を設定して

年金見込額を試算し

ます。

「試算結果一覧を表示」

過去の試算結果の照会・修正や、登録し

た試算結果をグラフで比較できます。

【別添２】



４. 社会保障協定

19

【別添２】



通常、海外から派遣されて日本で働く場合、日本で社会保障制度に加入する必要が

ありますが、この場合、派遣元の国と日本、両方の国の社会保障制度に加入し、保険料

を２重に負担しなければならないことがあります。日本から海外に派遣される場合も同

様です。

また、日本や海外の年金を受け取るためには、一定の期間その国の年金に加入しなけ

ればならない場合があるため、その国で負担した年金保険料が年金受給につながらな

いことがあります。

以上を踏まえ、社会保障協定は、

●「保険料の二重負担」を防止するために加入するべき制度を二国間で調整する

   （二重加入の防止）

●年金受給資格を確保するために、両国の年金制度への加入期間を通算することに

より、年金受給のために必要とされる加入期間の要件を満たしやすくする

（年金加入期間の通算）

の2点を目的として日本と相手国の間で結ばれています。

※年金加入期間の通算がない協定もあります。 20

社会保障協定

【別添２】
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必要な書類

＜一時的（5年以内）に相手国から派遣されて日本で働く場合＞

日本の年金制度の加入免除を受けるためには、原則として派遣前に、相手国（派遣

元の国）機関から「適用証明書」の交付を受ける必要があります。交付のための手続

きは相手国（派遣元の国）機関へ行うことになりますので、従業員の方、または派遣

元の国の事業所には、相手国（派遣元の国）機関にて「適用証明書」交付の手続きを

行うようご案内してください。

※日本で現地採用となった場合や、長期派遣（5年以上）の場合は、日本の制度に

加入する必要があります。

※自営業者も同様に相手国機関にて「適用証明書」交付の手続が必要です。

【別添２】
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相手国（派遣元の国）機関から交付を受けた「適用証明書」のコピーを添付し、「厚

生年金保険・国民年金 条約等適用者に関する届書」を、年金事務所へ提出してく

ださい。

手続き

【別添２】
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現在（令和８年３月末時点）では、23か国との間で社会保障協定を発効して
います。

協定相手国

ドイツ、イギリス、韓国、アメリカ、ベルギー、フランス、カナダ

オーストラリア、オランダ、チェコ、スペイン、アイルランド

ブラジル、スイス、ハンガリー、インド、ルクセンブルク、フィリピン

スロバキア、中国、フィンランド、スウェーデン、イタリア、オーストリア

※イギリス、韓国、中国及びイタリアとの協定は、年金期間を通算する規定がありません。

【別添２】



５. 日本を出国することとなった際の手続き

24

【別添２】
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日本国籍を有しない方が、国民年金、厚生年金保険（共済組合等を含む）の被保

険者（組合員等）資格を喪失して日本を出国した場合に請求することが

できます。ただし、日本を出国後2 年 以 内に請求する必要があります。

なお、脱退一時金の支給を受けるためには一定の要件があり、そのすべての

要件を満たす必要があります。

脱退一時金

【別添２】
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支給要件

●日本国籍を有していない。

●日本に住所を有していない。

●老齢年金の受給資格期間（10年）を満たしていない。

●国民年金の第１号被保険者（任意加入被保険者を含む）としての保険料納付済

 期間と一部免除納付済期間を換算して合算した月数が6月以上ある。

又は、 厚生年金保険の被保険者期間の月数が6月以上ある。

●年金（障害手当金を含む。）の受給権を有したことがない。

●国民年金の被保険者資格を喪失している。 

【別添２】
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対応言語 14か国語

【資料掲載先】

日本年金機構トップページ＞年金の制度・手続き＞パンフレット

＞外国語版パンフレットLump-sum Withdrawal Payments（脱退一時金）

英 語 、 中 国 語 、 韓 国 語 、

ポ ル ト ガ ル 語 、 ス ペ イ ン 語 、

インドネシア語、タガログ語、

タイ語、ベトナム語、ミャンマー語、

カ ン ボ ジ ア 語 、 ロ シ ア 語 、

ネ パ ー ル 語 、 モ ン ゴ ル 語

【別添２】



６. 日本年金機構が提供するサービスなど

28

【別添２】
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日本年金機構では、外国の方々向けに、ホームページ、

リーフレット、動画、通訳サービスなど、様々なサービス

を提供しています。

ここでは、代表的なものを紹介しますので、ぜひご利用・

ご案内ください。

【別添２】
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（１）ホームページ

日本年金機構では、外国人向けの専用サイトを開設しています。年金に関する説明やお知

しらせをやさしい日本語又はご自身の国の言語で読むことができます。

また、様々な国の言語に対応したパンフレットも掲載しています。

【別添２】

日本年金機構ホームページのトップページからこちらをクリックしてください。
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日本年金機構では、各制度ごとに外国人の方向けに様々な言語に対応したリーフレット

を作成しています。

国民年金

国民年金制度の仕組み 免除・納付猶予申請書記載例

国民年金制度全般の解説をしています。
免除・納付猶予申請書の書き方を解説しています。

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、

ベトナム語、ミャンマー語、カンボジア語、ロシア語、ネパール語、モンゴル語

14か国語

（2）リーフレット

【別添２】
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厚生年金

医療保険・年金制度の加入義務を解説をしています。

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、

ベトナム語、ミャンマー語、カンボジア語、ロシア語、ネパール語、モンゴル語

14か国語

社会保険制度加入のご案内

【別添２】
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対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、タガログ語、ベトナム語

インドネシア語、スペイン語、タイ語、ネパール語、ミャンマー語

日本年金機構では、公的年金制度の仕組みや必要な年金加入の手続について説

明した外国語動画を掲載しています。対応言語は以下の１１か国語となります。

各言語15分程度

【案内リーフレット】

外国人従業員の方やお住まいの

地域の外国人の方々にお配り

いただきますようお願いします。

https://www.nenkin.go

.jp/tokusetsu/gaikoku

godoga.html

（３）動画

【別添２】
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年金事務所の窓口※またはコールセンター（ねんきんダイヤル等）へ年金相談をする場合

は、電話で通訳サービスを利用することができます。

対応言語は以下の１１か国語となります。

※年金事務所に電話で相談する場合は、通訳サービスを利用できません。

・英語と英語以外で異なります。

英語：月曜日 8：30～19：00、火～金曜日 8：30～17：15、第2 土曜日 9：30～16：00

英語以外：月～金曜日 8：30～17：15

・休日、祝日（第2 土曜日を除く）、12 月29 日～1 月3 日はご利用いただけません。

・通訳サービスが混み合っている場合は、お待たせする場合があります。

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、ベトナム語、インドネシア語、

タイ語、ネパール語、ミャンマー語

受付時間等

（４）通訳サービス

【別添２】



７. 参考

35

【別添２】
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色々な国の言葉でパンフレットや動画が

確認できるQRコードを掲載

年金に関する情報

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、

スペイン語、インドネシア語、タガログ語、

タイ語、ベトナム語、ミャンマー語、

カンボジア語、ロシア語、ネパール語、

モンゴル語

対応言語 14か国語

【別添２】
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外国人の方へ向けたやさしい日本語・英語による公的年金の概要、各種手続き、

お送りする通知書などについての情報を発信。

日本年金機構公式Facebook

日本年金機構公式Facebookページ

英語・やさしい
日本語での発信

https://www.facebook.com/
profile.php?id=61576205463510

【別添２】

https://www.facebook.com/profile.php?id=61576205463510


38

【別添２】
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オープニング 

１ 

 

 

 

 

BGM♪ 

 

ナレーション 

 

この動画では、外国人に係る年金制度について説明いたします。 

1

外国人にかかる年金制度
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2 

 

 

 

 

 

 今回は、ご覧の内容について説明いたします。 

 

2

目 次

１. 年金制度への加入

２. 厚生年金保険の適用

３. 国民年金制度への加入

４. 社会保障協定

５. 日本を出国することとなった際の手続き

６． 日本年金機構が提供するサービスなど

７． 参考
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１.年金制度への加入 

１. 年金制度への加入

3
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国民年金の説明です。 

 

日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の方で、厚生年金保険に加入

していない方は、すべて国民年金の第1号被保険者または第3号被保険者

となります。 

 

国民年金の加入条件は、「日本国内に住所を有する」という要件のため、

国籍は関係なく、外国人の方も第1号被保険者となります。 
4

日本国内に住所を有する 20歳以上60歳未満の方で、厚生年金

保険に加入していない方は、すべて国民年金の第1号被保険者ま

たは第3号被保険者となります。

国民年金

「国内に住所を有する」という要件なので・・・

※日本国籍を有しない方で在留資格が、「医療滞在」、「観光等を目的とするロングステイ」といった

「特定活動」により滞在する方は、国民年金第１号及び第３号被保険者から適用除外となります。

日本国内に住所を有する外国人の方も第１号被保険者となります。
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厚生年金保険の説明です。 

 

厚生年金保険の適用事業所となるのは、株式会社などの法人の事業所です。 

また、従業員が常時 5人以上いる個人の事業所についても厚生年金保険の適用

事業所となります。 

厚生年金保険に加入している会社などの適用事業所に常時使用される人は、国籍

や性別、年金の受給の有無にかかわらず、厚生年金保険の被保険者となります。 

厚生年金保険の加入条件は、「国籍や性別、年金の受給の有無にかかわらず」と

いう要件のため、外国人の方も厚生年金保険の被保険者となります。 

 5

「国籍や性別、年金の受給の有無にかかわらず」という要件なので・・・

外国人の方も厚生年金保険の被保険者となります。

厚生年金保険

・厚生年金保険の適用事業所となるのは 、株式会社などの法人の

事業所です。また、従業員が常時5人以上いる個人の事業所につ

いても厚生年金保険の適用事業所となります。

・厚生年金保険に加入している会社などの適用事業所に常時使用

される人
（※）

は、国籍や性別、年金の受給の有無にかかわらず 、厚

生年金保険の被保険者となります。

※「常時使用される人」とは、雇用契約書の有無等とは関係なく、適用事業所で働き、労務の対価として給

料や賃金を受けるという使用関係が常用的であることをいいます。
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２．厚生年金保険の適用 

 

２. 厚生年金保険の適用

6
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厚生年金保険の手続きについて、ご説明いたします。 

先ほどお伝えしたとおり、健康保険・厚生年金保険に加入している会社、

工場等の適用事業所に常時使用される方は、国籍や性別、賃金の額等に関

係なく、被保険者となります。 

外国人従業員の方々へ社会保険制度をご案内する際は、ご覧の対応パンフ

レットを日本年金機構のホームページに掲載していますので是非ご活用く

ださい。 

7

健康保険・厚生年金保険に加入している会社、工場等の適用事業所に常時使用される

方は、国籍や性別、賃金の額等に関係なく、被保険者となります。

外国人従業員の方々へ社会保険制度をご案内する際は、以下の制度説明の各パンフ

レットをご利用ください。

手続き

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、インドネシア語、

タガログ語 、タイ語、ベトナム語 、ミャンマー語 、カンボジア語 、

ロシア語、ネパール語、モンゴル語

【資料掲載先】

日本年金機構ホームページトップページ＞年金の制度・手続き＞パンフレット＞外国語版パン

フレットEmployees' Pension Insurance and Employees' Health Insurance

（厚生年金保険・健康保険制度のご案内）

14か国語
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8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

では、実際に外国人従業員を採用したときの手続きをご説明いたします。 

健康保険・厚生年金保険に加入している会社、工場等の適用事業所に雇用

され、健康保険・厚生年金保険に加入するときは、事業主が「被保険者資

格取得届」を日本年金機構へ提出する必要があります。 

被保険者資格取得届を提出する際は、「資格取得時の本人確認」を行って

いただき、手続きをお願いします。 

また、マイナンバーを有していない短期在留外国人、海外居住者で、過去

に本人確認を行っていない方については、次の書類により本人確認を行い

ますので、書類の写しの送付をお願いします。 

短期在留している外国人の本人確認は次のとおりです。 

旅券の身分事項のページの写しに加えて、次の（ア）から（ウ）のいずれ

かの書類の写しとなります。(ア)旅券の資格外活動許可証印のページ、

(イ)資格外活動許可書、(ウ)就労資格証明書 

日本国外に居住している方の本人確認は、日本国内に居住している方に準

じて、運転免許証、旅券（有効期限内のパスポート）、現地における公的

機関の発行した資格証明書（写真付き）等の写しにより行います。 

なお、初めて公的年金制度に加入した場合は、基礎年金番号通知書が交付

されます。 

8

健康保険・厚生年金保険に加入している会社、工場等の適用事業所に雇用され、健康保険・厚生年

金保険に加入するときは、事業主が「被保険者資格取得届」を日本年金機構へ提出する必要があり

ます。被保険者資格取得届を提出する際は、「資格取得時の本人確認」を行っていただき、手続きを

お願いします。

また、マイナンバーを有していない短期在留外国人、海外居住者で、過去に本人確認を行っていな

い方については、以下の書類により本人確認を行いますので、書類の写しの送付をお願いします。

●短期在留している外国人の本人確認

・旅券の身分事項のページの写し

・（ア）～（ウ）いずれかの写し

（ア）旅券の資格外活動許可証印のページ

（イ）資格外活動許可書

（ウ）就労資格証明書

●日本国外に居住している方の本人確認

日本国内に居住している方に準じて、運転免許証、旅券（有効期限内のパスポート）、現地における

公的機関の発行した資格証明書（写真付き）等の写しにより行います。

なお、初めて公的年金制度（共済組合等を除く）に加入した場合は、基礎年金番号通知書が交付さ

れます。

（1）外国人従業員を採用したときの手続き
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9 

 

次に、外国人従業員が家族を被扶養者にするときの手続きをご説明いたし

ます。 

健康保険の被保険者となった方に被扶養者がいる場合や被扶養者の追加が

あった場合、事業主を経由して「被扶養者（異動）届」を日本年金機構へ

提出します。 

被扶養者に該当する条件は、日本国内に住所（住民票）を有しており、被

保険者により主として生計を維持されていること等があります。 

また、日本国内に住所を有する場合であっても、日本国籍を有しておら

ず、「特定活動（医療目的）」「特定活動（長期観光）」で滞在する方

は、被扶養者には該当しません。 

続いて、外国人従業員が退職した時の手続きについてです。 

健康保険・厚生年金保険に加入している外国人従業員が退職または契約変

更等により、健康保険・厚生年金保険の資格基準を満たさなくなったとき

は、事業主が「被保険者資格喪失届」を日本年金機構へ提出する必要があ

ります。 

9

健康保険の被保険者となった方に被扶養者がいる場合や被扶養者の追加があった場合、事業主を

経由して「被扶養者（異動）届」を日本年金機構へ提出します。

被扶養者に該当する条件は、日本国内に住所（住民票）を有しており、被保険者により主として生計

を維持されていること等があります。

また、日本国内に住所を有する場合であっても、日本国籍を有しておらず、「特定活動（医療目的）」

「特定活動（長期観光）」で滞在する方は、被扶養者には該当しません。

（２）外国人従業員が家族を被扶養者にするときの手続き

（３）外国人従業員が退職したときの手続き

健康保険・厚生年金保険に加入している外国人従業員が退職または契約変更等により、健康保険・

厚生年金保険の資格基準を満たさなくなったときは、事業主が「被保険者資格喪失届」を日本年金

機構へ提出する必要があります。

また、短期在留の外国人従業員が退職して自国へ帰国する場合、脱退一時金の制度があります。

⇒脱退一時金については、「５．帰国することとなった際の手続き」を参照してください。
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また、短期在留の外国人従業員が退職して自国へ帰国する場合、脱退一時

金の制度があります。 

この脱退一時金については、「5.帰国することとなった際の手続き」をご

覧ください。 

 

10 

 

 

 

 

３．国民年金制度への加入 

３. 国民年金制度への加入

10
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国民年金の加入手続きについてご案内いたします。 

 

日本国内に住所を有する 20歳以上 60歳未満の方で、厚生年金保険に加

入していない方は、すべて国民年金の第 1号被保険者または第 3号被保

険者となります。 

 

11

日本国内に住所を有する20歳以上60歳未満の方で、厚生年金保険に加入していない

方は、すべて国民年金の第1号被保険者または第3号被保険者となります。

手続き

【別添２】
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該当する外国人従業員の方へこちらの書類をご案内する際は、日本年金機

構ホームページのこちら掲載先をお伝えください。 

ご覧の対応言語にて記入例をご用意していますので、ご活用していただけ

ればと思います。 

 

12

対応言語

英語、中国語 、韓国語 、ポルトガル語 、スペイン語 、ロシア語 、インドネシア語 、

タガログ語、ベトナム語、タイ語、ミャンマー語、ネパール語、カンボジア語、モンゴル語

14か国語

資料掲載場所：https://www.nenkin.go.jp/service/pamphlet/kaigai/kankeitodoke.html
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13 

 

手続きに関する注意点です。 

もし、国民年金の加入手続きを忘れていた場合どのようなことが起こると

思いますか？ 

この場合、日本年金機構から「国民年金加入のご案内」が送付されます。 

 

13

手続きをしていないと「国民年金加入のご案内」が送付されます。

手続き
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また、手続きをしていたとしても、保険料を納めていないと、未納のお知

らせが届きます。 

ピンク色や青色、黄色の封筒が年金事務所から届きましたら、必ず中身を

確認いただくよう、お伝えください。 

 

14

手続きをしても保険料を納めていないと未納のお知らせが届きます。

手続き
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ここで、手続きもれ、保険料の支払いもれが発生しやすいケースについて

事例を使ってご説明いたします。 

外国人従業員の方が日本に入国し社会保険（厚生年金保険等）に加入する

場合、「入国から入社（社会保険加入）までの期間」や、「離職により社

会保険の資格を喪失した後の期間」は、法律によって国民年金の加入者と

なり、保険料を納付する義務があります。（※社会保障協定等により、日

本の年金制度における被保険者とならない方を除きます。） 

保険料を未納のままにすると、障害年金の受給や在留資格（特定技能）の

変更・更新申請、永住許可申請の審査に影響が出る場合がありますので、

速やかに保険料納付または免除申請等の手続きを行う必要があることをご

案内ください。 

免除申請を行う場合、添付書類等をご案内するため、年金事務所やお住ま

いの市（区）役所、町村役場にお問い合わせください。 

15

手続きもれ、保険料の納め忘れが発生しやすいケースとして、以下の事例があります。

よくあるケース

入国 入社 退社 入社

国民年金への加入
が必要な期間

国民年金保険料の納付または免除申請が必要です

失業特例免除制度を利用できる
場合があります。

厚生年金保険等の期間
国民年金への加入
が必要な期間

厚生年金保険等の期間

保険料の未納期間があると在留資格の更新等に影響が出る可能性があります。

注意
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ここで事業主様・社会保険事務ご担当者様にお願いがあります。 

外国人従業員の方に日本年金機構から各種お知らせが届いていないか、確

認していただき、届いているようであれば年金事務所に相談するようお知

らせいただきますようお願いします。 

もし、お知らせが届いているか不明ということでしたら、確認方法が 1

つございます。 

それが、ねんきんネットを利用することです。 

 

16

 従業員の方（協会等に加入している方）に、日本年金機構から各種お知らせが届い

ていないか確認してください。

 届いている場合は年金事務所に相談するようお知らせください。

お願い

⇒ ねんきんネットを利用して未納期間が無いか確認することができます。
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ねんきんネットを利用することで、未納期間の有無を簡単に確認すること

ができます。 

さきほどもお伝えしましたが、保険料の未納期間があると在留資格の更新

等に影響が出る可能性があるため、ご注意ください。 

 

17

ねんきんネットを利用して未納期間が無いか確認することができることをご案内ください。

ねんきんネット
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その他にも、ねんきんネットでできることをご案内いたします。 

ねんきんネットは、外国人従業員の方だけでなく、全従業員の方に利用い

ただけるため、ぜひ覚えていただければと思います。 

まずは左上「かんたん試算」についてです。 

現在の加入条件が 60歳まで継続すると 仮定して年金見込額を自動的に

試算します。 

次に左下の「詳細な条件で試算」についてです。 

今後の職業に加え、老齢年金の受給開始年齢を変更した場合、未納となっ

ている国民年金保険料を納付した場合など、詳細に試算条件を設定して年

金見込額を試算します。 

次は右側「試算結果一覧を表示」についてです。 

過去の試算結果の照会・修正や、登録した試算結果をグラフで比較できま

す。 

今回ご紹介した分だけでなく、その他にもねんきんネットは様々な使用方

法があります。 

ぜひ、一度利用してみてください。 

 

18

ねんきんネット

「かんたん試算」

現在の加入条件が60

歳まで継続すると仮定

して年金見込額を自動

的に試算します。

「詳細な条件で試算」

今後の職業に加え、

老齢年金の受給開始

年齢を変更した場合、

未納となっている国

民年金保険料を納付

した場合など、詳細に

試算条件を設定して

年金見込額を試算し

ます。

「試算結果一覧を表示」

過去の試算結果の照会・修正や、登録し

た試算結果をグラフで比較できます。
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４．社会保障協定 

４. 社会保障協定

19
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国際的な交流が活発化する中、企業から派遣されて海外で働くことや、将

来を海外で生活される方が年々増加しています。 

海外で働く場合は、働いている国の社会保障制度に加入する必要がありま

すが、この場合、働いている国と母国、２つの社会保障制度に加入し、保

険料を 2重に負担しなければならない状況が発生してしまいます。 

また、日本や海外の年金を受け取るためには、一定の期間その国の年金に

加入しなければならない場合があるため、その国で負担した年金保険料が

年金受給につながらないことがあります。 

以上を踏まえ、社会保障協定は、次の 2点を目的として締結していま

す。 

●「保険料の二重負担」を防止するために加入するべき制度を二国間で調

整すること（二重加入の防止） 

●年金受給資格を確保するために、両国の年金制度への加入期間を通算す

ることにより、年金受給のために必要とされる加入期間の要件を満たしや

すくすること（年金加入期間の通算） 

 

となります。 

通常、海外から派遣されて日本で働く場合 、日本で社会保障制度に加入する必要が

ありますが、この場合、派遣元の国と日本、両方の国の社会保障制度に加入し、保険料

を２重に負担しなければならないことがあります。日本から海外に派遣される場合も同

様です。

また、日本や海外の年金を受け取るためには、一定の期間その国の年金に加入しなけ

ればならない場合があるため、その国で負担した年金保険料が年金受給につながらな

いことがあります。

以上を踏まえ、社会保障協定は、

●「保険料の二重負担」を防止するために加入するべき制度を二国間で調整する

（二重加入の防止）

●年金受給資格を確保するために 、両国の年金制度への加入期間を通算することに

より、年金受給のために必要とされる加入期間の要件を満たしやすくする

（年金加入期間の通算）

の2点を目的として日本と相手国の間で結ばれています。

※年金加入期間の通算がない協定もあります。 20

社会保障協定
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一時的（５年以内）に相手国から派遣されて日本で働く場合について説明

します。 

日本の年金制度の加入免除を受けるためには、原則として派遣前に、相手

国（母国）機関から「適用証明書」の交付を受ける必要があります。 

交付の手続きは相手国（派遣元の国）機関へ行うことになりますので、従

業員の方、または派遣元の国の事業所には、相手国（派遣元の国）機関に

「適用証明書」交付の手続きを行うようご案内してください。 

 

日本で現地採用となった場合や、長期派遣（５年以上）の場合は、日本の

制度に加入する必要があります。 

自営業者も同様に相手国機関にて「適用証明書」の交付手続きが必要で

す。 

 

21

必要な書類

＜一時的（5年以内）に相手国から派遣されて日本で働く場合＞

日本の年金制度の加入免除を受けるためには、原則として派遣前に、相手国（派遣

元の国）機関から「適用証明書」の交付を受ける必要があります。交付のための手続

きは相手国（派遣元の国）機関へ行うことになりますので、従業員の方、または派遣

元の国の事業所には、相手国（派遣元の国）機関にて「適用証明書」交付の手続きを

行うようご案内してください。

※日本で現地採用となった場合や、長期派遣（5年以上）の場合は、日本の制度に

加入する必要があります。

※自営業者も同様に相手国機関にて「適用証明書」交付の手続が必要です。
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22 

 

 

 

相手国（派遣元の国）から交付を受けた「適用証明書」のコピーを添付

し、「厚生年金保険・国民年金 条約等適用者に関する届書」を、年金事

務所へ提出してください。 

 

22

相手国（派遣元の国）機関から交付を受けた「適用証明書」のコピーを添付し、「厚

生年金保険・国民年金 条約等適用者に関する届書」を、年金事務所へ提出してく

ださい。

手続き
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現在、23か国との間で発行しています。 

協定相手国はご覧のとおりです。 

 

 

二国間の協定内容に沿って、日本の年金制度の加入免除及び年金加入期間

の通算等を行っています。 

 

23

現在（令和８年３月末時点）では、23か国との間で社会保障協定を発効して
います。

協定相手国

ドイツ、イギリス、韓国、アメリカ、ベルギー、フランス、カナダ

オーストラリア、オランダ、チェコ、スペイン、アイルランド

ブラジル、スイス、ハンガリー、インド、ルクセンブルク、フィリピン

スロバキア、中国、フィンランド、スウェーデン、イタリア、オーストリア

※イギリス、韓国、中国及びイタリアとの協定は、年金期間を通算する規定がありません。
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5．日本を出国することとなった際の手続き 

 

 

５. 日本を出国することとなった際の手続き

24
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脱退一時金についてです。 

日本国籍を有しない方が、国民年金、厚生年金保険（共済組合等を含む）

の被保険者（組合員等）資格を喪失して日本を出国した場合に請求するこ

とができます。 

ただし、日本を出国後2年以内に請求する必要があります。 

なお、脱退一時金の支給を受けるためには一定の要件があり、そのすべて

の要件を満たす必要があります。 

 

25

日本国籍を有しない方が、国民年金、厚生年金保険（共済組合等を含む）の被保

険者 （組合員等 ）資格を喪失して 日本を出国した場合 に請求することが

できます 。ただし 、日本を出国後 2年以内 に請求する必要があります 。

なお、脱退一時金の支給を受けるためには一定の要件があり 、そのすべての

要件を満たす必要があります。

脱退一時金
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脱退一時金の支給を受けるための一定要件はご覧の 6点であり、これらすべて

の要件を満たす必要があります。 

・日本国籍を有していないこと 

・日本に住所を有していないこと 

・老齢年金の受給資格期間（１０年）を満たしていないこと 

・国民年金の第 1号被保険者（任意加入日保険者を含む）としての保険

料納付済み期間と一部免除納付済期間を換算して合算した月数が６月以上

あること 

・年金（障害手当金を含む）の受給権を有したことがないこと 

・国民年金の被保険者資格を喪失していること 

となります。 

26

支給要件

●日本国籍を有していない。

●日本に住所を有していない。

●老齢年金の受給資格期間（10年）を満たしていない。

●国民年金の第１号被保険者（任意加入被保険者を含む）としての保険料納付済

期間と一部免除納付済期間を換算して合算した月数が6月以上ある。

又は、 厚生年金保険の被保険者期間の月数が6月以上ある。

●年金（障害手当金を含む。）の受給権を有したことがない。

●国民年金の被保険者資格を喪失している。
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脱退一時金の請求書は、ご覧の言語に対応していますので、外国人従業員の方へ

ご案内いただければと思います。 

 

27

対応言語 14か国語

【資料掲載先】

日本年金機構トップページ＞年金の制度・手続き＞パンフレット

＞外国語版パンフレットLump-sum Withdrawal Payments（脱退一時金）

英語 、 中国語 、 韓国語 、

ポルトガル語 、 スペイン語 、

インドネシア語 、タガログ語 、

タイ語、ベトナム語、ミャンマー語、

カンボジア語 、 ロシア語 、

ネパール語 、 モンゴル語
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６．日本年金機構が提供するサービスなど 

６. 日本年金機構が提供するサービスなど

28



                                                【別添３】 

「外国人にかかる年金制度」ナレーション台本                                      

  29 / 38 

＃ 映像 音声（ナレーション・セリフ等） 

29 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本年金機構では、外国の方々向けに、ホームページ、リーフレット、動画、通

訳サービスなど、様々なサービスを提供しています。 

ここでは、代表的なものを紹介しますので、ぜひご利用・ご案内ください。 

 

29

日本年金機構では、外国の方々向けに、ホームページ、

リーフレット、動画、通訳サービスなど、様々なサービス

を提供しています。

ここでは、代表的なものを紹介しますので、ぜひご利用・

ご案内ください。
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まず初めに、「日本年金機構ホームページ」です。 

日本年金機構では、外国人向けの専用サイトを開設しています。 

年金に関する説明やお知らせをやさしい日本語又はご自身の国の言語で読むこと

ができます。 

また、本日ご紹介した様々な国の言語に対応したパンフレットも掲載していま

す。 

 

 

30

（１）ホームページ

日本年金機構では、外国人向けの専用サイトを開設しています。年金に関する説明やお知

しらせをやさしい日本語又はご自身の国の言語で読むことができます。

また、様々な国の言語に対応したパンフレットも掲載しています。

日本年金機構ホームページのトップページからこちらをクリックしてください。
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31 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて「リーフレット」です。 

日本年金機構では、制度ごとに外国人の方向けに様々な言語に対応したリーフレ

ットを作成しています。 

国民年金のリーフレットの対応言語はご覧のとおりです。 

 

31

日本年金機構では、各制度ごとに外国人の方向けに様々な言語に対応したリーフレット

を作成しています。

国民年金

国民年金制度の仕組み 免除・納付猶予申請書記載例

国民年金制度全般の解説をしています。
免除・納付猶予申請書の書き方を解説しています。

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、

ベトナム語、ミャンマー語、カンボジア語、ロシア語、ネパール語、モンゴル語

14か国語

（2）リーフレット
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厚生年金のリーフレットについても、外国人の方向けに様々な言語をご用意して

おります。 

対応言語はご覧のとおりです。 

 

32

厚生年金

医療保険・年金制度の加入義務を解説をしています。

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、

ベトナム語、ミャンマー語、カンボジア語、ロシア語、ネパール語、モンゴル語

14か国語

社会保険制度加入のご案内
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続いて「動画」です。 

日本年金機構では、公的年金制度の仕組みや必要な年金加入の手続につい

て説明した外国語動画を掲載しています。 

対応言語はご覧のとおりとなります。 

 

33

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、タガログ語、ベトナム語

インドネシア語、スペイン語、タイ語、ネパール語、ミャンマー語

日本年金機構では、公的年金制度の仕組みや必要な年金加入の手続について説

明した外国語動画を掲載しています。対応言語は以下の１１ か国語となります。

各言語15分程度

【案内リーフレット】

外国人従業員の方やお住まいの

地域の外国人の方々にお配り

いただきますようお願いします。

https://www.nenkin.go

.jp/tokusetsu/gaikoku

godoga.html

（３）動画



                                                【別添３】 

「外国人にかかる年金制度」ナレーション台本                                      

  34 / 38 

＃ 映像 音声（ナレーション・セリフ等） 

34 

 

続いて「通訳サービス」です。 

年金事務所の窓口またはコールセンター（ねんきんダイヤル等）へ年金相

談をする場合は、電話で通訳サービスを利用することができます。 

受付時間が言語によって異なるため、ご注意ください。 

 

34

年金事務所の窓口※またはコールセンター（ねんきんダイヤル等）へ年金相談をする場合

は、電話で通訳サービスを利用することができます。

対応言語は以下の１１か国語となります。

※年金事務所に電話で相談する場合は、通訳サービスを利用できません。

・英語と英語以外で異なります。

英語：月曜日 8：30～19：00、火～金曜日 8：30～17：15、第2 土曜日 9：30～16：00

英語以外：月～金曜日8：30～17：15

・休日、祝日（第2 土曜日を除く）、12 月29 日～1 月3 日はご利用いただけません。

・通訳サービスが混み合っている場合は、お待たせする場合があります。

対応言語

英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、ベトナム語、インドネシア語、

タイ語、ネパール語、ミャンマー語

受付時間等

（４）通訳サービス
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７．参考 

 

７. 参考

35
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今日、外国人従業員の方に向けた多言語パンフレットや動画をご紹介いた

しましたが、QRコードを読んでいただくだけで、パンフレットや動画を

みることができるリーフレットをご用意しています。 

ぜひ、ご活用ください。 

 

36

色々な国の言葉でパンフレットや動画が

確認できるQRコードを掲載

年金に関する情報

英語、中国語 、韓国語 、ポルトガル語 、

スペイン語、インドネシア語、タガログ語、

タイ語 、ベトナム語 、ミャンマー語 、

カンボジア語 、ロシア語 、ネパール語 、

モンゴル語

対応言語 14か国語
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また、日本年金機構では、Facebookを活用して、外国人の方向けに、や

さしい日本語・英語で書かれた、公的年金制度の概要、各種手続き、お送

りする通知書等の情報発信を行っておりますので、従業員の方にぜひ周知

ください。 

 

37

外国人の方へ向けたやさしい日本語・英語による公的年金の概要、各種手続き、

お送りする通知書などについての情報を発信。

日本年金機構公式Facebook

日本年金機構公式Facebookページ

英語・やさしい
日本語での発信

https://www.facebook.com/
profile.php?id=61576205463510
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ご視聴ありがとうございました。 

TOTAL：約 30分 
＊時間表示はあくまでも目安であり、実際には若干変わる可能性があります。 

38



            【別添４】 

申立書 
 

 

 

私は、日本年金機構と株式会社●●との間で契約の締結がなされた「「外国人にかかる年

金制度」の動画作成業務」に出演するに当たり、次の事項について申し立ていたします。 

 

 

 

記 

 

 

過去２年間、公的年金制度に加入し、その期間にかかる国民年金保険料等の未納付はあり

ません。 

 

 

令和  年  月  日 

 

日本年金機構 事業推進統括部長 殿 

 

 

 

住所               

氏名                 印  

   

 

 

 

 



            【別添５】 

 
 

  

誓約書 

 

  

 

 私はこの度、日本年金機構（以下「機構」という。）の「「外国人にかかる年金制度」の動

画作成業務」に従事するにあたり、守秘義務に関する本誓約書を厳守します。 

 

第１条（守秘義務の誓約） 

 私は、業務上の目的以外の目的で、機構の許可なくして、弊社職員で本件に直接関与して

いない者に対しても、私が知り得た、すべての事項・情報（以下「秘密情報」という。）を

開示、漏洩し、もしくは自ら使用しないことを約束します。 

 

第２条（資料の返還等） 

 私は、守秘義務を厳守するため、機構により、保管を許された資料一切の保管を厳重に行

うことを約束し、機構により返還を要求された場合、これらの資料及びそのコピー並びにそ

れらに関する資料の一切を直ちに返還することを約束します。 

 

第３条（契約終了後の守秘義務） 

 機構との契約終了後といえども、第１条記載の秘密情報を開示、漏洩もしくは使用しない

ことを約束します。 

 

 

令和  年  月  日 

               

日本年金機構 事業推進統括部長 殿 

 

 

住所               

事業所名             

代表者名                 印 

 

 

 

 

 



                    【別添６】 

 

 

 

著 作 権 譲 渡 証 明 書 
 

令和  年  月  日 

 

日本年金機構理事長 殿 

 

 

住     所 

法人名又は商号 

氏     名                印 

 

 

 

 

１． 契約名称  「外国人にかかる年金制度」の動画作成業務 

 

 

２． 作成者名 

 

上記の名称で特定される著作物の著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）

第 21 条から第 28 条に規定する全ての権利を含む。）を日本年金機構理事長に譲

渡したことに相違ありません。 
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